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参
議
院
行
政
改
革
に
関
す
る
特
別
委
員
会

簡
素
で
効
率
的
な
政
府
を
実
現
す
る
た
め
の
行
政
改
革
の
推
進
に
関
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
留
意
し
、
そ
の
運
用
に
万
全
を
期
す
べ
き
で
あ
る
。

一
、
行
政
改
革
に
お
い
て
事
務
・
事
業
の
仕
分
け
、
そ
の
見
直
し
を
行
う
に
つ
い
て
は
、
国
民
生
活
の
安
心
と
安
全
を
確
保
す

る
と
い
う
政
治
と
行
政
の
基
本
的
責
務
に
か
ん
が
み
、
事
務
・
事
業
の
廃
止
、
地
方
又
は
民
間
へ
の
移
管
を
行
う
に
当
た
っ

て
は
、
検
討
の
プ
ロ
セ
ス
及
び
結
果
を
開
示
す
る
こ
と
。

二
、
政
府
は
、
総
人
件
費
改
革
の
一
環
と
し
て
の
行
政
機
関
の
定
員
の
純
減
に
当
た
っ
て
、
政
府
全
体
と
し
て
の
配
置
転
換
、

採
用
抑
制
等
に
よ
り
、
職
員
の
雇
用
の
確
保
に
万
全
を
期
す
る
と
と
も
に
、
配
置
転
換
、
研
修
の
実
施
等
取
組
の
具
体
化
に

当
た
っ
て
は
、
関
係
す
る
職
員
団
体
等
の
意
見
を
十
分
に
聞
き
理
解
を
求
め
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

三
、
新
政
策
金
融
機
関
の
組
織
設
計
・
運
営
に
当
た
っ
て
は
、
国
民
一
般
、
中
小
企
業
者
及
び
農
林
水
産
業
者
向
け
の
融
資
の

政
策
目
的
の
差
異
や
業
務
の
態
様
の
違
い
を
踏
ま
え
、
そ
れ
ぞ
れ
の
資
金
需
要
に
質
量
と
も
に
的
確
に
応
え
る
組
織
と
す
る

と
と
も
に
、
専
門
的
能
力
を
有
す
る
職
員
を
窓
口
配
置
す
る
な
ど
、
利
用
者
の
利
便
性
の
維
持
・
向
上
に
努
め
る
こ
と
。



四
、
新
政
策
金
融
機
関
に
お
い
て
、
国
際
協
力
銀
行
が
果
た
し
て
き
た
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
確
保
や
国
際
競
争
力
確
保
等
の
機

能
を
引
き
続
き
適
切
に
果
た
す
た
め
、
信
用
の
維
持
と
業
務
の
積
極
的
展
開
が
可
能
と
な
る
よ
う
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。

五
、
商
工
組
合
中
央
金
庫
の
完
全
民
営
化
に
当
た
っ
て
は
、
政
府
出
資
の
相
当
の
部
分
の
準
備
金
化
等
に
よ
る
強
固
な
財
政
基

盤
及
び
当
分
の
間
の
金
融
債
発
行
の
継
続
等
に
よ
る
円
滑
な
資
金
調
達
の
基
盤
を
確
立
し
、
完
全
民
営
化
後
も
中
小
企
業
者

の
資
金
調
達
に
支
障
が
生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
制
度
的
に
措
置
す
る
こ
と
。

六
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
に
つ
い
て
、
完
全
民
営
化
後
も
地
域
再
生
等
の
分
野
で
出
融
資
一
体
で
中
長
期
資
金
を
供
給
で
き
る

よ
う
、
ま
た
、
そ
の
信
用
力
を
維
持
し
、
安
定
性
の
あ
る
株
主
構
成
と
す
る
こ
と
等
に
よ
り
そ
の
信
頼
性
等
を
活
か
し
、
企

業
価
値
を
最
大
化
す
る
よ
う
、
財
政
基
盤
や
円
滑
か
つ
多
様
な
資
金
調
達
基
盤
の
確
立
等
を
含
め
、
所
要
の
制
度
的
措
置
等

を
講
ず
る
こ
と
。

七
、
内
外
の
金
融
秩
序
の
混
乱
、
大
規
模
な
災
害
等
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
金
融
に
つ
い
て
は
、
新
政
策
金
融
機
関
の
機

動
的
な
対
応
を
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、
完
全
民
営
化
後
の
機
関
も
引
き
続
き
積
極
的
な
役
割
を
担
え
る
よ
う
制
度
上
明
確

に
し
、
万
全
を
期
す
こ
と
。



八
、
特
別
会
計
改
革
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
歳
入
、
歳
出
及
び
資
金
の
状
況
が
予
算
書
上
明
確
に
な
る
よ
う
に
し
、
も
っ
て
国

民
に
対
す
る
説
明
責
任
を
十
分
に
果
た
せ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

九
、
公
立
学
校
の
教
職
員
の
純
減
に
お
い
て
は
、
少
人
数
教
育
実
現
に
向
け
た
こ
れ
ま
で
の
努
力
を
踏
ま
え
、
教
育
水
準
の
維

持
向
上
が
な
さ
れ
る
よ
う
適
切
な
措
置
を
採
る
こ
と
。

十
、
一
連
の
行
政
改
革
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
公
務
員
制
度
の
改
革
が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
政
府

は
、
国
民
の
意
見
や
Ｉ
Ｌ
Ｏ
勧
告
等
を
踏
ま
え
、
こ
れ
か
ら
の
公
務
と
公
務
を
担
う
公
務
員
の
範
囲
・
在
り
方
に
つ
い
て
の

総
合
的
な
検
討
を
踏
ま
え
て
労
働
基
本
権
の
在
り
方
に
つ
い
て
関
係
者
と
の
意
見
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
幹
部
公
務
員
の

育
成
の
在
り
方
を
含
め
、
能
力
・
実
績
主
義
の
人
事
管
理
の
徹
底
を
図
り
、
併
せ
て
再
就
職
管
理
の
適
正
化
を
図
る
こ
と
。

十
一
、
公
益
法
人
の
理
事
に
つ
い
て
所
管
す
る
官
庁
の
出
身
者
が
占
め
る
割
合
は
理
事
現
在
数
の
三
分
の
一
以
下
と
す
る
と
す

る
閣
議
決
定
を
厳
格
に
遵
守
し
、
適
切
な
公
務
員
の
退
職
管
理
を
行
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


